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〇第２号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 中部横断椿川橋上部工事（電子入
札対象案件）
 工事場所 自）山梨県南巨摩郡身延町丸滝
至）山梨県南巨摩郡身延町帯金

 工事内容 椿川橋 ＰＣ５径間連続ラーメ
ン箱桁橋 橋長3870ｍ 支間長519＋900＋
980＋900＋549ｍ ＰＣ片持箱桁製作工
１式（コンクリート 約4200、鉄筋 約
700ｔ、ＰＣ鋼材 約220ｔ）架設工（片持架
設）１式 支承工 １式 橋梁付属物工 １
式 橋台工 １式 ＲＣ橋脚工 １式
 工期 契約締結の翌日から平成29年10月31
日まで。
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
4200、鉄筋 約700ｔ、ＰＣ鋼材 約220
ｔ
 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」を求め、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式
［総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）］
の工事である。また、品質確保のための体制
その他の施工体制の確保状況を確認し、施工
内容を確実に実現できるかどうかについて審
査し、評価を行う施工体制確認型総合評価落
札方式の試行工事である。また、本工事は、
契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける
契約後ＶＥ方式の試行工事である。
～ 第１号１～に同じ
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５で定める監理技術者とは
別に配置する技術者とも兼務を認めない。
 第１号１に同じ
 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。
～ 第１号１～に同じ

２ 競争参加資格
 第１号２に同じ
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おけるプレストレスト・コンクリート工事に
係る一般競争参加資格の認定を受けているこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、関東地
方整備局長（以下「局長」という。）が別に定
める手続に基づく一般競争参加資格の再認定
を受けていること。）。
 第１号２に同じ
 平成12年４月１日以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同
種工事の施工実績を有すること（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。（ただし、異工種建設
工事共同企業体については適用しない。））。
 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上。）ま
たは鉄道橋（モノレール及び新交通は除
く。）であること。
 橋梁形式が、床版橋、Ｉ桁橋、Ｔ桁橋を
除くＰＣ連続橋であること。
 最大支間長が70ｍ以上であること。
 架設工法が、固定支保工以外の架設工法
であること。
ただし、上記～は同一工事であること。
なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
うち１社は上記の施工実績を有し、他の構成
員は上記、の施工実績を有すること。た
だし、上記、は同一工事であること。
また、異工種建設工事共同企業体としての
実績は、協定書による分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。
 第１号２に同じ
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。複数の技術者を申請する場合は、申請す
る全ての者について次に掲げる基準を満たし
ていること。

 第１号２に同じ
 １人の者が、平成12年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記
に掲げる工事の経験を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての経験は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。
（ただし、異工種建設工事共同企業体につ
いては適用しない。））。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
構成員のうち１社の主任技術者又は監理技
術者が上記の工事経験を有していればよ
い。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 第１号２に同じ
～ 第１号２～に同じ
３ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ
提案］」、「工事全般の施工計画」及び「施工
体制」をもって入札し、次の、の要件
に該当する者のうち、「総合評価の方法」
によって得られた数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。
～ 第１号３～に同じ
 第１号３に同じ
 総合評価の方法
 第１号３に同じ
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
のそれぞれの評価項目毎に評価を行い加
算点を算出する。また、「施工体制評価点」
は下記の評価項目を評価して算出する。
なお、「施工体制評価点」の低い者に対して
は「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「現
場打ちコンクリートの品質確保に関する
具体的な提案」
～ 第１号３～に同じ
 第１号３に同じ

 、、の評価項目について、共通
仕様書、特記仕様書及び関係法令を遵守し、
一般的な施工機械により施工（詳細は入札
説明書参照。）及び管理する方法を用いて作
業を行う者で、入札説明書等に記載された
要求要件を実現できると認められる場合に
標準点（100点）を与え、さらにの技
術提案［ＶＥ提案］及びの工事全般の
施工計画並びにの施工体制の内容に応
じて、それぞれ加算点及び施工体制評価点
を算出し与える。なお、の技術提案［Ｖ
Ｅ提案］を行わない者は、の内容に
応じて、それぞれ加算点及び施工体制評価
点を算出し与える。
 の「現場打ちコンクリートの品質確
保に関する具体的な提案」の技術提案［Ｖ
Ｅ提案］については、予定価格の制限の範
囲内の入札参加者のうち、提案内容に応じ
て、それぞれ、Ⅴ（30点）、Ⅳ（23点）、Ⅲ
（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（３点）及び不採
用により評価を行い加算点を与える。
の「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ⅴ（30点）、Ⅳ
（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。

 、の評価基準の詳細は入札説明書
による。
 「現場打ちコンクリートの品質確保
に関する具体的な提案」については、受注者
の責により入札時の評価内容が実施されてい
ないと判断された場合は、ペナルティとして、
工事成績評定を減ずることとし、未実施の評
価項目毎に５点減ずる。
 で求めた、工事全般の施工計画につ
いては、履行状況から、受注者の責により入
札時の評価項目の内容が実施されていないと
判断された場合は、工事成績評定を減ずるこ
ととし、５点を減ずる。

４ 入札手続等
～ 第１号４～に同じ
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参又は郵送もしくは託
送（書留郵便等、記録の残るものに限る。）す
ること。
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